
自然と社会と個人の調和
a Harmony of Nature,Society and Individual.

財財 務務 レレ ポポ ーー トト
信大信大 ZaimuZaimu20102010



目 次

～ 信州大学財務レポート「信大Zaimu2010」の公表にあたって ～

信州大学では、本学を支えてくださる多くのみなさまに財務に関する情報をできる限りわかりやすく

お伝えすることを目的として、毎年財務レポートを発行しております。

公表にあたっては、財務諸表等で公開されている情報を読み取りやすいものにすること、国民のみな

さま、学生のみなさま、地域のみなさま、附属病院をご利用のみなさま、企業のみなさまそれぞれに、

本学が取り組んでいる事業とそれに関連する財務情報をお伝えすること、また、当期は、第Ⅰ期中期目

標期間の最終事業年度であることから特有の会計処理を行っているため、その仕組みについてもご理解

いただける内容となるよう心がけました。

この財務レポートが、本学の活動をご理解いただくうえで少しでもみなさまのお役に立つ資料となれ

ば幸いです。
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貸借対照表は、決算日（３月３１日）における大学の資産、負債、純資産の状況を記載することによって、本学の財政

状態を明らかにするものです。

１．１．平成２１事業年度決算について平成２１事業年度決算について

（1）貸借対照表の概要

負債・純資産合計 106,467

有形固定資産（土地・建物・工具器具備品など）87％

固定負債（借入金など） 流動負債 政府出資金

無形固定資産 投資その他資産 流動資産

資本剰余金
利益剰余金

負債合計48％ 純資産合計 52％

■ 本学の財政状態について

・資産の８７％が有形固定資産であり、そのうち土地と建物が約８割を占めています。

・負債は負債・純資産合計の４８％であり、そのうちの約半分は附属病院の建物・医療設備整備にかかる借入金

で、当期期末における借入金残高は約２７０億円となっています。

・純資産は負債・純資産合計の５２％であり、国から出資された政府出資金が約９割を占めています。

【資 産】

【負債・純資産】

－１－

負債の部

固定資産

土地 33,760
建物等 44,302
工具器具備品等 6,543
図書 7,024
その他 1,037

流動資産
現金及び預金 9,791
未収入金 3,341
その他 666

固定負債

資産見返負債 12,919
借入金 24,335
その他 1,028

流動負債

運営費交付金債務 0
寄附金債務 2,145
未払金 7,550
一年以内返済借入金 2,393
その他 558

負債合計 50,933

資本金 （政府出資金） 47,045
資本剰余金 841
利益剰余金 7,647
純資産合計 55,534

資産の部

純資産の部

資産合計 106,467

注）百万円未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。

（単位：百万円）

■ 中期目標期間最終事業年度における特有の処理

運営費交付金は次の中期目標期間に繰り越すことができないことから、退職手当の未使用額等の債務残額を全

額収益に振り替える精算処理を行っているため、運営費交付金債務の残高はありません。



■ 当期総利益と中期目標期間最終事業年度における利益処分

平成２１事業年度決算における当期総利益２２億円は「会計処理上構造的に発生する現金の裏付けのない利益」

１２億円、「運営費交付金等の未使用額」１０億円であり、例年、文部科学大臣へ剰余金の繰越承認申請を行って

きた「経営努力による現金の裏付けのある利益（目的積立金相当額）」はありませんでした。

中期目標期間最終事業年度の当期総利益は、目的積立金への利益処分は行わず全額を積立金として整理するこ

ととされています。また、前事業年度までに積み立てた目的積立金の未使用額についても、積立金に振り替える

処理を行うこととされています。

損益計算書は、国立大学法人が公共的な性格を有し、利益の獲得を目的とせず、独立採算を前提としていないことか

ら、企業における経営成績を明らかにするためのものではなく、一会計期間（４月１日～３月３１日）の大学の運営状

況を明らかにすることを目的として作成しています。

（２）損益計算書の概要

※ 附属病院における借入金の償還期間と借入金で整備した固定資産の減価償却

期間とのズレから生じる損益 等

－2－

診療経費

27%

人件費

50%

その他

2%
一般管理費

4%

受託研究費等

4%

教育研究経費

13%

その他

5%

運営費交付金

収益

33%

附属病院
収益

40%

外部資金収益

9%

学生納付金

収益

13%

注）百万円未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。

教育研究経費 5,685
診療経費 12,047
受託研究費等 1,752
人件費 22,624
一般管理費 1,566
その他 689

経常費用計 44,365

経常費用

当期総利益 2,256

臨時損失 92

経常収益

運営費交付金収益 15,118
学生納付金収益 5,878
附属病院収益 17,922
外部資金収益 4,218                            
その他 2,049

経常収益計 45,188

臨時利益 1,028

目的積立金取崩額 497

（単位：百万円）

■ 中期目標期間最終事業年度における特有の処理

運営費交付金は、通常の年度と同様に期間の経過や達成度等に応じた収益化に加えて債務残額を精算するため

の収益化を行っており、それにより生じた利益１０億円を臨時利益に計上しています。

毎事業年度の積立金

累計額 45億円

利益処分額 31億円

運営費交付金等の未使用額 10億円

現金の裏付けのない利益 12億円 ※

目的積立金未使用額 8.5億円（現金の未使用額はありません）

当期総利益

22億円 積立金

76億円

○ 当期利益処分額 ３１億円

図１：当期利益処分後の積立金



（３）中期目標期間の最終事業年度に係る積立金処分

国立大学法人の中期目標期間最終事業年度においては、毎事業年度の積立金累計額と当期総利益及び目的積立金未

使用額を全て「積立金」（P2-図１）として整理し、文部科学大臣に対して次期中期目標期間への繰越申請を行います。

文部科学大臣から繰越承認を受けた積立金は次期において「前中期目標期間繰越積立金」として計上され、その他

の積立金（運営費交付金等の未使用額）は国庫に納付することになります。

国庫納付額 10億円

文部科学大臣
繰越承認額 66億円

（現金なし）

※ 本学における「前中期目標期間繰越積立金」には、現金を伴う業務の財源は含まれていないため、

損益計算上の損失補填に充てることはできますが、現金支出を伴う業務に使用することはできません。

積 立 金

76 億円

運営費交付金等の未使用額 「前中期目標期間繰越積立金」※

76 億円

積 立 金
次期繰越額 国庫納付額

66 億円 10 億円

毎事業年度の積立金累計額 45億円（現金の裏付けはありません）

当期総利益 22億円（運営費交付金等の未使用額 10億円を含む ＝ 国庫納付額）

目的積立金未使用額 8.5億円（現金の未使用額はありません）

第 Ⅰ 期 中 期 目 標 期 間 第 Ⅱ 期 中 期 目 標 期 間

■第Ⅰ期中期目標期間終了時の積立金処分

会計処理上構造的に
発生する現金の裏付
けのない利益等

－３－

退職手当の未使用額 9.8億円

その他 0.2億円
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平成２１事業年度　財務指標レーダーチャート

国立大学法人中規模病院有25大学の
H2１年度の平均比率を50としています。

－４－

発展性・成長性

効 率 性

■ 安全性・資産の健全性（自己資本比率、流動比率）

・附属病院の建物等固定資産取得に係る借入金（国立大学財務・経営センター債務負担金、長期借入金）が多額

であり、資産に対する比率が２５大学の平均と比べて大きいため、自己資本比率、流動比率で平均値を下回っ

ています。今後、債務償還による借入金残高の減少に伴い、徐々に改善されていくことが見込まれます。

■ 活動性・収益性（経常利益比率、教育経費比率、研究経費比率）

・当期は、第Ⅰ期中期目標期間中に計画された事業を積極的に推進したことにより、目的積立金取崩額の増、翌

期への剰余金の繰越相当額が生じていないなど、経常収益の伸びに対して教育経費や研究経費を中心に経常費

用の伸びが例年より大きいという特徴がみられます。このため、経常利益比率は前年度に比べ低くなっていま

すが、他大学との比較においては、特に附属病院セグメントの業務損益が多額の利益を計上している影響によ

り、２５大学の平均値を大きく上回っています。

・教育経費比率、研究経費比率は、上記の当期の特徴に加え、補助金の受入額の増額等によりそれぞれ費用が大

きく伸びており、教育経費は２５大学の平均値と同率、研究経費は２５大学の平均値を上回りました。

■ 発展性・成長性（外部資金比率）

・外部資金比率については、科学技術振興調整費が受託研究費から各種補助金としての扱いに変更となった影響

により前年度より低くなっていますが（各種補助金は財務指標上外部資金には含まれていません）、今年度も

引き続き本学の研究資源の発信、企業訪問、マッチングイベント等への参加など外部資金獲得に向けた取り組

みを積極的に行なった結果、２５大学の平均を上回りました。

■ 効率性（人件費比率、診療経費比率、一般管理費比率）

・人件費比率は、総人件費改革による削減に向けた努力により毎年度着実に減少しています。

・診療経費比率は、収益性を高めるための不断の経営努力により２５大学の平均とほぼ同率で推移しています。

※個別の財務指標データについては「財務指標一覧」（Ｐ１７）をご覧ください。

指標値：各財務比率を偏差値化し、外側にいくほど財務上の評価が高くなるように表示しています。

（４）財務指標でみる信州大学

活動性・収益性

安全性・資産の健全性効 率 性

活動性・収益性

安全性・資産の健全性

活動性・収益性

効 率 性
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２．２．信州大学を支えてくださるみなさまへ信州大学を支えてくださるみなさまへ

■ 国民の皆様にご負担いただいているコスト

国立大学法人は、大学を運営していくために国民の

皆様にどれだけご負担いただいているかを明らかにす

るため、「国立大学法人等業務実施コスト計算書」の

作成が義務付けられています。

平成２１年度において、本学業務運営に係る 国民の

皆様にご負担いただいたコストとしまして約１９７億

円を計上しており、国民の皆様一人当たりのご負担額

に換算しますと約１５５円となります。

（１）国民のみなさまへ

■ 運営費交付金

運営費交付金とは、国立大学法人が業務を行うにあた

り、必要な支出を行うための財源の一部として国から交

付されているものです。

運営費交付金は、教育・研究・診療等に係る事業費と

授業料や附属病院収入等本学の事業収入との差額として

措置されており、本学に交付された平成２１年度の運営

費交付金は約１５０億円です。

当期は、中期目標期間の最終事業年度であるため、期

間中に交付された運営費交付金を精算し、退職手当の未

使用額等約１０億円を国庫に納付しています。

16286
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17000

17500

16年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

※平成20年度は附属病院新外来棟新営に伴う設備費6億円が

措置されたことなどから増額となっています。

運営費交付金の推移 （単位：百万円）

■ 施 設 費

国立大学法人が施設整備事業を行うにあたっては、国

から交付される施設整備費補助金と、国立大学財務・経

営センターから国の配分方針に基づき措置される施設費

交付金を財源として実施することになります。

本学に交付された平成２１年度の施設費は約２７億円

で、医学系総合研究棟、農学部実験棟の改修工事などを

実施しています。

なお、外来診療棟など附属病院の建物等施設整備は、

国立大学財務・経営センターからの借入金を主な財源と

しており、毎年度附属病院収入で返済しています。

■ 政府出資金

国立大学法人設立にあたり、法人化以前に国有財産であった土地・建物などを国から出資いただいています。

これらは、政府出資金として約４７０億円を純資産に計上しており、本学の業務運営における財産的基礎とな

っています。

農学部実験棟の改修（上伊那郡南箕輪村）
建物機能改修と耐震補強工事を行いました。

－６－

本学が国民の皆様に

ご負担いただいているコスト １９７億円

国民一人当たりコスト負担額 １５５円
業務実施コスト197億円／国民総人口１億2,742万人

（国民総人口：平成22年7月１日現在推計人口 総務省統計局）

※「国立大学法人等業務実施コスト計算書」はＰ１４をご覧ください。



（２）学生のみなさまへ

■ 教育環境等の整備充実

本学では、学生の皆様が心身ともに充実した豊かな学生生活を送ることができるよう、教育環境・厚生施設の整

備充実などに力を入れており、平成２１年度においては、以下の施設等の改修を実施しています。

○ 学生寄宿舎改修

学部１年次生を入寮対象とする「こまくさ寮」の全

面改修と、農学部の「中原寮」の改修を行いました。

○ グラウンド環境の整備

松本キャンパス屋外運動場を全天候型多目的フィー

ルドに整備しました。

○ 図書館の学習環境の改善

松本合同図書館の空調整備、照明設備の改修を行い

ました。

○ 学生サポート部門の整備

学務課、学生支援課の対応窓口を集中・ワンフロア

化し学生支援体制の整備を行いました。

■ 教育に要する経費

平成２１年度における学生教育に要する経費は、教育経費

約２４億円、教育研究支援経費約７億円及び教育研究に係る

人件費約１０６億円の総額約１３７億円であり、学生１人当

たりに換算すると約１２０万円となります。

この学生教育に要する経費は、学生の皆様からお預りする

学生納付金収益約５９億円ではまかなうことができないため

運営費交付金等の大学運営資金から約７８億円（１人当たり

約６８万円）を充てています。

学生１人当たりの教育に要する経費 １２０万円

= 教育に要する経費 13,717百万円 / 学生数 11,424人 （21.5.1現員）

計 13,717百万円

教育研究に係る人件費 10,631百万円

教育研究支援経費 673百万円

教育経費 2,413百万円

※ 教育研究支援経費は、附属図書館、総合情報センターに係る経費です。

※ 教育研究に係る人件費は、附属病院に係る分を除いた教員人件費です。

－７－

■ 学生納付金

平成２１年度における学生納付金収益は、授業料約48億

円、入学料約９億円、検定料約２億円の合計約５９億円であ

り、大学全体の収益約４５２億円の１３％を占めています。

本学における学生納付金は右表のとおりです。

30,000円30,000円17,000円検定料

282,000円282,000円282,000円入学料

804,000円535,800円535,800円授業料（年額）

法科大学院大 学 院学 部区 分

■ 入学料・授業料免除

本学では、経済的理由で入学料・授業料の納付が困難で、かつ学業優秀と認められる場合には、納付を免除する

制度があります。平成２１年度においては、入学料約９百万円、授業料約３億５千万円を免除しています。

■ 図 書

平成２１年度末における本学の蔵書数は和書・洋書をあわせて約１２３万冊、資産計上額は約７０億円となって

おり、今年度は約３万冊、約１億５千万円相当を増冊しています。

本学全体の収益に対する学生納付金比率 １３％

全面改修を行った「こまくさ寮」（松本市）

学 生 納 付 金



（３）地域のみなさまへ

■ 生涯学習

○ 市民開放授業

本学では、大学解放活動の一環として各学部や全学教育機構

が開講している正規の授業を「市民開放授業」として可能な限

り一般市民の方に開放しています。

○ 放送公開講座

総合大学である本学の特色を活かして、多様な研究内容から

個別のテーマを設定し、テレビ番組として県内約８０万世帯に

向けて「放送公開講座」を実施しています。平成２１年度は

「青少年の健康を守る ～生活習慣病の予防を目指して～ 」と

題して放送を行いました。

○ 出前講座

県内の教育機関における学習機会の提供の要望に応えるため、

市町村、公民館、高等学校等が企画する事業等に教員が出向き、

講義、講演を行う「出前講座」を実施しています。

このように本学では、生涯学習に対する社会的要請に応える

とともに、本学と地域社会の連携をより一層深めていく事を目

的とする事業に積極的に取り組んでいます。

■ 地域連携

長野県及び本学が持つ知的・人的・物的資源を有効に活用し、

連携強化を一層図ることで、地域の課題に適切に対応し、活力

ある個性豊かな地域社会の形成と発展に寄与することを目的と

して、平成２１年１１月に長野県との包括連携協定を締結しま

した。本学は長野県教育委員会、県内９市との間でも包括的連

携協定を締結しており、平成２１年度には伊那市、長野市との

連携協議会をそれぞれ開催し、里山セミナー等の連携事業の実

施状況の確認や、新規に連携を予定・希望する事業に関する協

議等を行っています。

■ 地域医療

すぐれた地域医療人を育成するために、卒前教育・卒後臨床研修・専門研修・生涯一貫研修の各ステージにおい

て医学部・附属病院の特色を生かした、全国の医学生に長野県の医療のすばらしさを体験させる「信州医療ワール

ド夏季セミナー」、産科診療の魅力を体験する「生命誕生の喜び体験学習」などの活動を行っています。

また、長野県との間に寄附講座設置に関する協定を締結し、この協定に基づき、長野県内の深刻な医師不足を受

けた医師確保対策の一環として、平成２１年４月に長野県からの寄附講座、医学部「地域医療推進学講座」を設置

しました。産婦人科や小児科等をはじめ、医師不足の解消に向け、大学や県内の病院に医学系の学生が定着するよ

うな研修プログラムの検証を行い、県内の地域医療に関する教育の充実と、地域に望まれる医療体制を構築してい

きます。

出前講座

市民開放授業

長野県との包括連携調印式（平成２１年１１月）

村井長野県知事（右）と山沢学長（左）

－８－



（４）附属病院をご利用のみなさまへ

○ 附属病院の財務データ

○ 患者数等のデータ

○ 附属病院収益に対する診療経費の比率

000雑損

1,292
22,077

351
203
174

17,922
3,425

20,785

681
165

7,567
153

12,047
168

２１年度

697
20,404

351
99

145
16,697

3,108
19,707

724
153

7,463
120

11,072
171

２０年度

595業務損益

1,673業務収益（計）

0その他

104寄附金、補助金収益

29受託研究等収益

1,225附属病院収益

317運営費交付金収益

1,078業務費用（計）

△43財務費用

12一般管理費

104人件費

33受託研究費等

975診療経費

△3教育研究経費

増減区 分

（単位：百万円）

■ 附属病院の財務状況

平成２１年度においては、患者数全体としては前年

度に比べ減少していますが、手術件数の増、がん免疫

細胞療法（樹状細胞療法）による治療開始、がん総合

医療センター通院治療室の外来患者数増などの影響に

より、附属病院収益が対前年度１２億２千万円の増と

なっています。これに伴い医薬品、診療材料等の診療

経費が９億７千万円の増、病院機能強化のためのコメ

ディカルスタッフの増員等により人件費が１億円の増

と費用も増加しています。

附属病院が本学の経常費用、経常収益に占める割合

は、費用約４７％、収益約４９％となっています。そ

の事業規模の大きさから大学全体の財務運営に及ぼす

影響は大きく、継続的・安定的な病院経営が求められ

ているため、経営管理についての検証とそれに基づく

増収に向けた様々な取組みの実施、医薬品等の調達コ

ストの削減など、経営の更なる改善に向けて日々努力

しています。

■ 平成２１年度における取り組み状況

平成２１年５月に新外来診療棟が開院し、診療を開

始しました。同棟の稼動により様々な外来診療機能を

を充実させていますが、患者さんへのサービスの一環

として松本市中央図書館との業務連携により国立大学

附属病院としては初の図書室を開設しました。また、

屋上にヘリポートが設置され、高度救命救急センター

機能が強化されました。平成２１年度のヘリコプター

による搬送件数は６２件でした。

平成２１年６月には、在宅療養中の難病患者さんの

お宅を訪問し、訪問診療を行う「難病訪問診療センタ

－」を長野県と連携して設置しました。

社会的課題である、周産期医療の充実のため新生児

特定集中治療室、新生児病室をそれぞれ増床し、看護

師を増員しました。また、周産期医療環境整備事業補

助金（大学改革推進等補助金）１億６千万円により、

ＮＩＣＵ、助産師外来等の設備整備を実施しています。

本院は、長野県がん診療連携拠点病院として指定さ

れており「がん総合医療センター」を設置しています。

今年度は、外来通院治療室を拡充し通院環境を整備し

ました。

高度救命救急センターとしての役割を果たすために

新外来棟屋上に設置されたヘリポート

116件5,458件5,342件手術件数

1,100人226,846人225,746人入院患者数

△ 7,411人331,461人338,872人外来患者数

増減２１年度２０年度区 分

0.9%67.2%66.3%診療経費比率

増減２１年度２０年度区 分

注）百万円未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。

－９－

診療経費比率＝診療経費12,047百万円／附属病院収益17,922百万円



（５）企業のみなさまへ

■ 産学官連携の推進

信州大学は教育、研究、社会貢献

という大学の使命に基づいて、本学

の基礎的研究の成果を実用化するこ

とによって社会に貢献することを追

求しています。産学官連携をするこ

とで大学と企業双方の研究能力と技

術力が向上し、研究成果の実用化を

促進することが可能になります。

信州大学産学官連携本部（SILO）

は、学内のあらゆる部局等と協働し

て、産学官の連携と協業を推進して

います。共同研究、受託研究、マテ

リアルトランスファー、特許実施許

諾、知的財産関係、ベンチャーなど

の学術的技術移転に関して、学内の

教員や産学界への支援を実施してい

ます。

■ 外部資金の受入れ状況

3,1933,9462,9243,8342,7612,070合 計

9353,2677623,1607971,420寄 附 金

338294352297363302共 同 研 究

1,9203851,8103771,601348受 託 研 究

金 額件数金 額件数金 額件数

平成２１年度平成２０年度平成１９年度

区 分

（単位：百万円）

信州大学産学官連携推進本部
Shinshu University Industrial Liaison Office(SILO)

技術移転

Technology Transfer

その他連携機関

・AREC

(繊維学部内）
（上田市産学官連携支
援施設・ARECプラザ)

ASAMA Research 
Extension Center, 
Ueda City Industrial 
Support Center, is 
located in Ueda 
Campus.

・UFO Nagano

(工学部内）

(長野市ものづくり支援
センター）

University Factory 
Of Nagano, Nagano 
City Manufacturing 
Support Center, is 
located in Nagano 
Campus.

中央省庁

地方自治体

金融機関

Central 
Government
Local Government

Financial 
Institution

産業界

地域社会

Industry
Community

産学官連携推進本部長（産学官連携担当理事）
Executive Director  (Industry-University

-Government Relations)

ＳILO運営委員会 Steering Committee 

㈱
信

州
Ｔ
Ｌ
Ｏ

㈱

信
州

Ｔ
Ｌ
Ｏ

イノベーション支援部門

Innovation Management 
Div.

イノベーション研究・支援センター
Innovation Research 
and Support Center

イノベーション研究・支援センター
Innovation Research 
and Support Center

サテライト・ベンチャー・ビジネス・

ラボラトリー
Satellite Venture Business 

Laboratory

サテライト・ベンチャー・ビジネス・

ラボラトリー
Satellite Venture Business 

Laboratory

地域連携支援部門

Industry Alliance Div.

地域共同研究センター
Cooperative 

Research Center

地域共同研究センター
Cooperative 

Research Center
研究推進部

Department of 
Research Promotion

研究推進部
Department of 

Research Promotion

信州大学長
President of Shinshu University

役員会
Board o f Directors

地域ブランドオフィス

Regional Branding Office
地域ブランドオフィス

Regional Branding Office

管理・企画支援部門

Administration and 
Planning Div.

塩尻

産学官連携拠点
Shiojiri

Liaison Office

飯伊

産学官連携拠点
Han-I  Liaison 

Office

諏訪圏

産学官連携拠点
Suwa Liaison 

Office

伊那・南箕輪産学官連携室

Ina/Minami-Minowa Campus Office
上田産学官連携室

Ueda Campus Office
松本産学官連携室

Matsumoto  Campus Office
長野産学官連携室

Nagano Campus Office

地域産学官連携室（連携窓口） Regional Offices地域産学官連携室（連携窓口） Regional Offices

知的財産支援部門

Intellectual Property 
Management Div.

３分野 Strategic Fields 
(発明審査委員会）Invention Review Committee

３分野 Strategic Fields 
(発明審査委員会）Invention Review Committee

各

学
部

教
員

等

教

育
研

究
組

織

各

学
部

教
員

等

教

育
研

究
組

織

上越

産学官連携拠点
Joetsu Liaison 

Office

地域共同研究センター

松本広域支援室
Matsumoto  Liaison 

Office

連携
Collaboration

地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ分野 Social Science

ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ分野 Life Science

ﾅﾉﾃｸ・材料、IT分野 Physical Science

東京オフォイス
Tokyo Office

医学部知的財産

活用センター
Intellectual Property 

Center of Shinshu
University School of 

Medicine

連携・協力

Collaboration

信

州
産

学
官

連
携

機
構

（
Ｓ
Ｉ
Ｓ
）Shinshu

Innovation System

信
州

産
学

官

連
携

機
構

（
Ｓ
Ｉ
Ｓ
）Shinshu

Innovation System

連携･支援

Collaboration

Faculty &
Research

Labs/Centers

Shinshu
TLO

Co., Ltd

連携

Collaboration

■ 本学の研究資源・情報の発信

本学では、「信州大学学術情報オンラインシステム」（ＳＯ

ＡＲ）を充実させ、より分かり易い研究成果の内容を学外に向

けて発信しています。平成２１年度には８，０００件を超える

研究成果を発信しており、論文等の閲覧件数は前年度の約２倍

となっています。

また、イノベーション・ジャパン2009などのイベントに参加

し、本学の研究成果の発信と企業の皆様とのマッチングに取り

組んでいます。特に平成２１年８月には本学主催、１１月には

本学を含む信州産学官連携機構の主催で、ＪＳＴ新技術説明会

を開催するなど、特許情報を含む本学が持つシーズの発信を積

極的に行っています。
企業とのマッチングイベント イノベーション・ジャパン2009（東京）

－１０－



－１１－

国立大学法人会計特有の勘定科目で、損益均衡を図
るため、減価償却費に対応して取崩を行う負債であ
り、当期の資産取得増に連動して大きく伸びていま
す。

附属病院の建物や診療機器整備のための借入金で
す。一年以内に返済予定の借入金を含めた残高は
約2７0億円です。

法人化移行時に国から出資を受けた土地・建物など
です。

国から措置された施設費、目的積立金で固定資
産を取得した場合などに計上されます。

国立大学法人設備整備費補助金による基盤的設備・
附属病院設備整備等、各種補助金による資産取得が
前年度と比較して大きく伸びています。

農学部食料生産・応用生命化学科実験棟、医学系
総合研究棟（臨床）、医学部附属病院先端医療外来
棟改修工事などを行いました。

３．３．財財 務務 諸諸 表表

（1）貸借対照表

注）百万円未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。

増減

（単位：百万円）

資産の部

固定資産

有形固定資産

土地

建物・構築物

機械装置・工具器具備品

図書

その他有形固定資産

無形固定資産

投資その他資産

流動資産

現金及び預金

未収入金

有価証券

その他流動資産

資産の部合計

負債の部

固定負債

資産見返負債

借入金

長期未払金

その他固定負債

流動負債

運営費交付金債務

寄附金債務

一年以内返済予定借入金

未払金

その他流動負債

負債の部合計

純資産の部

政府出資金

資本剰余金

資本剰余金

損益外減価償却累計額

損益外減損損失累計額

利益剰余金

教育研究診療等積立金

積立金

当期未処分利益

純資産の部合計

3,431

3,385

0

812

2,327

148

101

45

1

1,586

1,073

337

0

177

5,016

1,884

2,519

△1,084

441

8

1,330

△1,463

355

△87

2,569

△41

3,213

0

723

2,845

△2,119

△3

1,080

△332

1,003

409

1,804

89,237

88,781

33,760

43,490

4,216

6,876

435

53

402

12,213

8,718

3,004

99

389

101,451

36,400

10,400

25,419

454

124

11,319

1,463

1,790

2,480

4,981

599

47,720

47,045

118

10,860

△10,674

△67

6,567

1,184

3,535

1,847

53,730

勘定科目 平成20年度 平成2１年度

92,668

92,166

33,760

44,302

6,543

7,024

536

98

403

13,799

9,791

3,341

99

566

106,467

38,284

12,919

24,335

895

132

12,649

0

2,145

2,393

7,550

558

50,933

47,045

841

13,705

△12,793

△70

7,647

852

4,538

2,256

55,534

流動負債・未払金の期末残高増等に連動して、預
金の期末残高が多額となっています。

運営費交付金債務は次の中期目標期間に繰り越すこ
とができないため、債務残額を精算するための収益
化を行っており期末残高はありません。

中期目標期間の最終事業年度のため、文部科学
大臣の承認を受けた積立金を次期に繰り越し、
残額は国庫納付する会計処理を行います。
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42,109

2,413

2,598

12,047

673

1,497

255

22,624

1,566

683

6

44,365

15,118

4,805

870

202

313

17,922

1,659

274

676

1,609

997

26

711

45,188

823

92

1,028

1,759

497

2,256

研究拠点形成費補助金の獲得、科学技術振興調整費
の受託研究費からの組換え外獲得額の増に伴い収益
が増額となっています。

附属病院における借入金の償還額と借入金を財源とし
て取得した資産から生じる減価償却費の差額など構造
的に発生する現金の裏付けのない利益１２億円と、国
庫納付する退職手当の未使用額等１０億円です。

（２）損益計算書

中期目標期間最終年度特有の会計処理による運営費
交付金債務、承継剰余金債務の収益化に伴う利益で
す。

手術件数の増、がん免疫細胞療法（樹状細胞療法）
による治療の開始等に伴い収益が増額となっていま
す。

総人件費改革の実行計画を踏まえ人件費削減に取り組
んでいます。

附属病院収益の増に伴い医薬品費、診療材料費等が
増額となっています。

注）百万円未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。

（単位：百万円）

勘定科目 平成20年度 増減

経常費用

業務費

教育経費

研究経費

診療経費

教育研究支援経費

受託研究費

受託事業費

人件費

一般管理費

財務費用

雑損

経常費用合計

経常収益

運営費交付金収益

授業料収益

入学金収益

検定料収益

施設費収益

附属病院収益

受託研究等収益

受託事業等収益

寄附金収益

補助金等収益

資産見返戻入

財務収益

雑益

経常収益合計

経常利益

臨時損失

臨時利益

当期純利益

目的積立金取崩額

当期総利益

1,740

446

660

975

243

△398

34

△219

213

△44

4

1,912

△607

△708

8

11

173

1,225

△488

41

8

1,267

2

△15

107

1,023

△889

△74

875

60

349

409

平成2１年度

40,369

1,967

1,938

11,072

430

1,895

221

22,843

1,353

727

2

42,453

15,725

5,513

862

191

140

16,697

2,147

233

668

342

995

41

604

44,165

1,712

166

153

1,699

148

1,847

教育経費、研究経費、教育研究支援経費、一般管理費
共に各種補助金の増、目的積立金取崩額の増、間接経
費の増等により増額となっています。

授業料を財源とした資産取得の増に伴い収益化額が
減額となっています。

目的積立金取崩額の増、翌期への剰余金の繰越しが
ないことなどの影響により費用が多額となっており、
経常利益は減額となっています。
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（３）キャッシュ・フロー計算書

■投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得や売却、定期預金・
国債の購入などの余裕金の運用など
の投資活動に伴う資金の収支状況を
表しています。

■業務活動によるキャッシュ・フロー

教育・研究・診療などの業務実施に

伴う資金の収支状況を表しています。

■財務活動によるキャッシュ・フロー

借入金などによる資金調達や返済、
ファイナンス・リースに伴う利息の支払
などの財務活動に伴う資金の収支状
況を表しています。

注）百万円未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。

注）資金期末残高には定期預金が含まれていないため、貸借対照表の現金及び預金の額と一致していません。

（単位：百万円）

608

△2,046

295

△1,395

△186

△2

11

1,158

△561

34

2,889

137

176

76

1,196

△6,400

9,900

8,198

△11,196

395

△52

1,143

1,987

△14

1,973

△487

0

192

△70

△366

44

△321

-

2,847

△1,775

1,072

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出

人件費支出

その他の業務支出

運営費交付金収入

授業料収入

入学金収入

検定料収入

附属病院収入

受託研究等収入

受託事業等収入

補助金収入

寄附金収入

その他の収入

科学研究費補助金預り金の増加（減少）

業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出

定期預金の払戻による収入

有価証券の取得による支出

有価証券の売却による収入

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

施設費による収入

小計

利息及び配当金の受取額

投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入による収入

長期借入金の返済による支出

国立大学財務経営ｾﾝﾀｰへの債務負担金の返済による支出

リース債務の返済による支出

小計

利息の支払額

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 資金に係る換算差額

Ⅴ 資金増加（減少）額

Ⅵ 資金期首残高

Ⅶ 資金期末残高

科 目 増減

△14,179

△23,215

△1,455

15,001

5,484

862

202

17,706

1,603

259

3,282

940

728

△7

7,215

△37,100

37,100

△3,299

3,300

△6,608

△74

2,658

△4,024

27

△3,996

1,309

△87

△2,393

△282

△1,454

△691

△2,145

-

1,072

5,218

6,291

平成21年度

△14,787

△21,169

△1,750

16,396

5,670

864

191

16,548

2,164

225

393

803

552

△83

6,019

△30,700

27,200

△11,497

14,496

△7,003

△22

1,515

△6,011

41

△5,969

1,796

△87

△2,585

△212

△1,088

△735

△1,824

-

△1,775

6,993

5,218

平成20年度



（４）国立大学法人等業務実施コスト計算書

業務費用とは、損益計算書における

費用から、自己収入に伴う収益を控

除したものです。

■■ 国立大学法人等業務実施コスト計算書とは国立大学法人等業務実施コスト計算書とは

国立大学法人の運営にあたっては、様々なコストを要します。そのうち、国民の負担（税金で賄われるもの）となるものを

業務実施コストといいます。損益計算書では情報が不十分であるため、業務実施コストを算出して国立大学法人の運営に係

る国民負担額を明らかにするために作成しています。

損益外減価償却相当額及び損益外減
損損失相当額は、損益計算書に計上
されない減価償却費や減損損失相当
額であり、国民負担額として計上し
ています。

法人化時に国から承継した教職員
の賞与・退職金については運営費交
付金による財源措置を前提にしてい
ることから、引当金繰入額を損益計
算書に計上していないため、その増
加額を国民負担額として計上してい
ます。

機会費用は、国等の資産を利用する
上で国立大学法人であるために、免
除、軽減されているコストで、国民
負担として計上しています。

本学の自己収入に伴う収益

注）百万円未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。
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（単位：百万円）

Ⅰ 業務費用

損益計算書上の費用

業務費

一般管理費

財務費用

雑損

臨時損失

（控除）

授業料収益

入学金収益

検定料収益

附属病院収益

受託研究等収益

受託事業等収益

寄附金収益

資産見返運営費交付金等戻入(授業料）

資産見返寄附金戻入

財務収益

雑益

資産見返寄附金戻入（臨時利益）

徴収不能引当金戻入益（臨時利益）

その他の臨時利益

Ⅱ 損益外減価償却相当額

損益外減価償却相当額

損益外固定資産除却相当額

Ⅲ 損益外減損損失相当額

Ⅳ 引当外賞与増加見積額

Ⅴ 引当外退職給付増加見積額

Ⅵ 機会費用

国有財産無償使用の機会費用

政府出資等の機会費用

Ⅶ 国立大学法人業務実施コスト

科 目

1,721

1,838

1,740

213

△44

4

△74

△117

708

△8

△11

△1,225

488

△41

△8

△68

5

15

△65

△3

△2

97

71

75

△4

111

193

390

14

△8

22

2,500

増 減平成21年度

16,951

44,457

42,109

1,566

683

6

92

△27,505

△4,805

△870

△202

△17,922

△1,659

△274

△676

△291

△300

△26

△464

△8

△2

0

2,237

2,235

2

123

△27

△289

683

29

654

19,680

15,230

42,619

40,369

1,353

727

2

166

△27,388

△5,513

△862

△191

△16,697

△2,147

△233

△668

△223

△305

△41

△399

△5

0

△97

2,166

2,160

6

12

△220

△679

669

37

632

17,180

平成20年度



（５）決算報告書

収 入

運営費交付金

施設整備費補助金

船舶建造費補助金

補助金等収入

国立大学財務・経営センター施設費交付金

自己収入

授業料及び入学金及び検定料収入

附属病院収入

財産処分収入

雑収入

産学連携等研究収入及び寄附金収入等

引当金取崩

長期借入金

承継剰余金

目的積立金取崩

計

支 出

業務費

教育研究経費

診療経費

一般管理費

施設整備費

船舶建造費

補助金等

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等

長期借入金償還金

国立大学財務・経営センター施設費納付金

計

収入－支出

勘定科目

手術件数の増、がん免疫細胞療法による
治療の開始による影響などにより決算額
が多額となっています。

科学技術振興調整費等が産学連携等研
究経費から各種補助金に組換えとなっ
たことに加え、獲得額の大きな伸びに
より決算額が多額となっています。

前年度から繰越された、附属病院新外来
棟に係る移転費・設備費を執行したため
決算額が多額となっています。

補正予算により交付された補助金を含む
ため決算額が多額となっています。

注）百万円未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合があります。
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（単位：百万円）

15,375

2,257

-

1,003

70

23,722

6,845

16,670

0

206

2,824

81

1,309

-

580

47,224

30,824

16,716

14,108

5,757

3,637

-

1,003

2,824

3,176

0

47,224

-

96

330

-

2,324

-

1,450

△ 107

1,004

0

553

33

26

-

-

644

4,906

2,609

488

2,121

△452

330

-

2,324

△315

△24

0

4,472

433

15,471

2,588

-

3,327

70

25,173

6,737

17,674

0

760

2,858

107

1,309

-

1,224

52,130

33,434

17,205

16,229

5,305

3,967

-

3,327

2,509

3,152

-

51,696

433

予算額 差 額決算額

当初予定していなかった補助金の獲得、
科学技術総合推進費等の産学連携等研究
収入からの組換えの影響により決算額が
多額となっています。

予算額には、前年度からの剰余金繰越し
承認額を含んでいないため決算額が多額
となっています。

目的積立金の取崩額の増の影響により、
決算額が多額となっています。

病院収入の増に伴う医薬品、診療材料等
の増、コメディカルスタッフの雇用増な
どにより決算額が多額となっています。

寄宿料収入、農場演習林収入の増等によ
り決算額が多額となっています。



（単位：億円）

○ 外部資金・競争的資金の受入れ状況

本学では、国から交付される運営費交付金等の他に、多くの外部資金（受託研究、共同研究、

寄附金）、競争的資金等の獲得に努めています。

研究拠点形成費等補助金等研究拠点形成費等補助金等 平成平成2211年度年度 3.43.4億円億円（（ 1313件）件）

・研究拠点形成費等補助金（グローバルCOE・大学院教育改革支援プログラム外）

・大学改革推進等補助金

共同研究共同研究 平成平成2211年度年度 3.43.4億円億円（（ 294294件）件）

教員と企業等の研究者が、共通の課題について共同又は、分担して対等の立場で研究
することにより、創造的で優れた研究成果が生まれることを促進する制度です。

受託研究受託研究 平成平成2211年度年度 19.219.2億円億円（（ 385385件）件）

国、地方公共団体、企業等からの委託を受けて、教員が研究を実施しその成果を相手
方に報告する制度です。
（科学技術振興調整費 6.5億円、先端研究施設共用ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出事業 0.4億円を含んでいます。）

文部科学省科学研究費補助金文部科学省科学研究費補助金 平成平成2211年度年度 7.17.1億円億円（（ 333333件）件）

我が国の学術を振興するため、あらゆる分野で、独創的・先駆的な研究を発展させること
を目的とする補助金です。

厚生労働科学研究費補助金厚生労働科学研究費補助金 平成平成2211年度年度 1.51.5億円億円（（ 1010件）件）

厚生労働科学研究の振興を促し、国民の保健医療、福祉、生活衛生、労働安全衛生等に
関し、行政施策の科学的な推進を確保し、技術水準の向上を図ることを目的とする厚生労
働省からの補助金です。

寄附金寄附金 平成平成2211年度年度 9.39.3億円億円（（ 3,2673,267件）件）

民間企業等や個人の方から大学に対し教育の充実や学術研究のために寄附される資
金で、研究の目的指定、講座を開設することもできます。

16 3.6 8                   7.7 1.4  3.2

348件 302件 1,420件 330件 11件 15件

39.9億円

40.8億円

43.9億円

18.1                           3.5           7.6                7.5      0.7  3.4

377件 297件 3,160件 306件 5件 15件

19.2                              3.4             9.3           7.1       1.5   3.4    

385件 294件 3,267件 333件 10 件 13件

平成21年度

平成20年度

平成19年度

４．４．その他財務情報その他財務情報
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H２1H20 H２1H20

117.6％

58.2％

109.1％

52.2％

112.9％

57.2%

国立大学法人中規模

病院有25大学平均

短期的な支払い能力を見
る指標で、比率が高いほ
ど支払い能力がある。

（負債＋純資産）に占め
る純資産の割合で比率が
高いほど負債が少なく安
全性が高い。

指標の内容

比率が高い
方が望まし
い

比率が高い
方が望まし
い

指標の

見方

流動資産

流動負債

純資産

負債＋純資産

流動比率

自己資本比率

財務指標

附属病院の一年以内返済予定の
借入金が多額のため、 25大学
の平均値を下回っています。

107.9％

附属病院の建物等施設整備や、
大型医療機器の整備に伴う借入
金が多額なことから、25大学
の平均値を下回っています。

53.0％

コメント
信州大学

発展性・成長性

4.8％5.1％5.8％

科学技術振興調整費等が各種補助
金の取扱いに変更となった影響で
比率が下がっていますが、25大
学の平均比率を上回っています。

経常収益に占める受託研究
等収益、受託事業収益、寄
附金収益の割合で、高いほ
ど外部資金の占める率が高
い。

比率が高い
方が望まし
い

受託研究等収益＋受託
事業収益＋寄附金収益

経常収益

外部資金比率 6.9％

活動性・収益性

研究経費の増額により単価が大
幅な増となり、 25大学の平均
単価を上回りました。

2,167千円1,979千円2,241千円1,683千円-
研究経費

教員実員

教員当りの研究経費額で
す。教員実員は、常勤の
教員（任期付き教員を含
む）数です。

教員当

研究経費

教育経費の増額により単価が大
幅な増となっています。

246千円207千円211千円170千円-
教育経費

学生実員

学生当りの教育経費額で
す。学生実員は、学部学
生、修士、博士、専門職
学位の合計です。

学生当

教育経費

翌期への剰余金の繰越相当額が
生じていないことと、各種補助
金の増の影響などにより大きく
伸びており、２５大学の平均値
を上回りました。

5.6％5.3％6.2％4.8％
比率が高い
方が望まし
い

研究経費

業務費

業務費に占める研究経費
の割合です。比率が高い
ほど研究活動の割合が高
いと判断されます。

研究経費比率

5.7％

0.8％

5.0％

2.9％

5.7％

1.8％

翌期への剰余金の繰越相当額が
生じていないことと、目的積立
金取崩額の増の影響などにより
大きく伸びており、２５大学の
平均値と同率となっています。

目的積立金取崩額の増、翌期へ
の剰余金の繰越相当額が生じて
いないことなどの影響により、
費用の伸びが収益の伸びを上
回っています。

業務費に占める教育経費
の割合です。比率が高い
ほど教育活動の割合が高
いと判断されます。

経常収益に占める経常利
益の割合で、高いほど利
益率が良く収益性が高い。

比率が高い
方が望まし
い

比率が高い
方が望まし
い

教育経費

業務費

経常利益

経常収益

教育経費比率

経常利益比率

4.9％

3.9％

3.2％

63.5％

56.4％

3.7％

67.2％

53.7％

3.4％

65.8％

54.0％

業務費に占める経常利益の
割合で、低いほど経費率が
良い。

人件費を除く診療経費が附
属病院収益に占める割合で
す。比率が低いほど診療活
動経費が少なく収益性が高
い。

業務費に占める人件費の割
合で、低いほど経費率が良
い。

比率が低い
方が望まし
い

比率が低い
方が望まし
い

比率が低い
方が望まし
い

一般管理費

業務費

診療経費

附属病院収益

人件費

業務費

人件費の削減に向けた努力により
毎年着実に比率は低下しており、
当期は25大学の平均比率を下回
りました。

56.6％人件費比率

一般管理費

比率

診療経費比率

附属病院では収益性を高めるため
の経営努力を行っていますが、当
期は収益の大幅な増に伴う診療経
費の割合が前年度を上回りました。

66.3％

全国平均とほぼ同率で推移してい
ます。

3.4％

効率性

安全性、資産の健全性

○ 財務指標一覧

－１７－



このシンボルマークは、信州大学の頭文字「Ｓ」と
信州の大空を雄々しく舞う鳥をモチーフとしています。

３枚の羽は「教育」、「研究」、「社会貢献」を象徴
し、それらが一体となった躍動感ある大きな翼は世界
（国際社会）へと飛翔していくイメージを表します。

また、配色の明緑から濃緑へと変化する３色の緑には
生命力溢れる信州の自然を反映させ、学生の成長と大学
の発展への願いが込められています。
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